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鹿島学術振興財団 2027年度 特定テーマ研究助成 募集要項 

 

１．助成の趣旨 

近年の自然・社会環境下で複雑化する諸問題に対して総合的な視野からの

対処・解決が求められており、学問分野を超えた多様な研究者グループによ

る分野横断/融合研究が一層重要になってきています。本研究助成では、財

団が策定する特定テーマに対して、幅広い分野の研究者グループにより様々

な視点・問題意識から提案される分野横断/融合研究を助成します。 

２．2027年度助成対象の特定テーマ研究領域および特定テーマ 

申請に当たっては、原則として次の特定テーマ研究領域に含まれる下記  

①〜⑥の特定テーマの中から 1件を選択して申請してください。 

 

特定テーマ研究領域： 

様々な観点から近未来の社会のあり方を想定し、それを支える建築、都市、

地域、社会基盤システムにおいて新たに必要とされる技術開発や、それらを

適切に機能させるための社会制度等のあり方に貢献する調査、研究。 

2027年度特定テーマ 

①地域の持続的経営に資する研究 

少子高齢化や他地域への流出により人口が減少する中で、建築ストックや社

会基盤システム等を見直し、あるいは適切に維持、有効活用することで、地

域の持続的経営に資する研究 

②カーボンニュートラルな社会の早期実現に資する研究 

都市や住環境の新しい脱炭素技術や、社会や建築物・資材などの供給システ

ムの急激な転換を促す社会的な取り組みなど、カーボンニュートラルな社会

の早期実現に貢献する研究 

③レジリエントな社会や都市の形成に資する研究 

自然災害や感染症、事故などの多様なリスクに対し、工学・理学および社会

科学等の知見を総合的に活用し、平時からの備えや適応力の向上にとどまら

ず、迅速な復旧・復興を実現するレジリエントな社会や都市の形成に資する

研究 

④インクルーシブな町づくりに関する研究 

障害者等も包摂（インクルード）する暮らしやすい町を作るための、建物や
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交通システムのようなハードの側面とそこに住む人間のあり方といったソ

フトの側面の双方からの研究 

⑤人口減少・少子高齢化に伴う建設業の問題解決のための研究 

人口減少・少子高齢化が進む中、建設分野が直面する労働者不足、生産性向

上、環境配慮等の問題解決に資する技術・制度・法的枠組みの実現を目指す

研究 

⑥AI・データ駆動・ロボティクスによる建築・建設・不動産システムの変革

に関する研究 

深刻な労働力不足やインフラ老朽化に直面し、抜本的な生産性向上と技術

革新が求められている建築・建設・不動産分野において、AI、データマイ

ニング、数理最適化、マーケットデザイン、マッチング理論、ロボティク

ス、フィジカル AI、BIM/CIM、デジタルツイン、センシング等を活用し、

これら分野における計画、設計、施工、維持管理、更新に関わる仕組みを

再構築する研究 

３．申請資格 

(1) 申請代表者は、日本国内の大学・大学院、高等専門学校、公的研究機関

等に所属する常勤の研究者であり、共同で研究を行う研究者グループの

代表者とします。 

新規申請が採択された申請代表者は研究代表者として、研究計画の推進、

助成期間中及び終了時に必要となる各種申請・報告、助成金の管理等に

ついて責任を持って行っていただきます。 

(2) 共同研究者として、専門的な研究者のみならず、行政機関・民間の実践

に関わる専門家も参加できます。  

４．募集期間 

2026 年 7 月 1 日(水)～10 月 15 日(木)午後 5 時までに当財団電子申請シス

テムにて申請手続きを完了してください。 

５．助成金額及び助成期間 

(1) 助成金額 総額 約 8,000万円（予定） 

1件当たりの助成金は、継続助成 (2年目)を含めて 2,000万円以内とし

ます。 

助成金は、新規申請、継続助成申請に基づいてそれぞれ決定します。 

(2) 助成期間 

原則 2年とします。ただし、研究成果が期待され財団が採択時に適当と

認めた研究の他、研究成果の出版、セミナー開催等のために更に 1年間
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認められることがあります。 

今回募集の助成対象となる初年度の研究期間は 2027 年 4 月～2028 年 3

月です。 

(3) 継続助成申請手続き 

前年度に新規申請が採択された研究代表者は、WEB 申請システムより、

上記の「４．募集期間」内に、別途定める「中間報告書兼継続申請書」

を提出(アップロード)し、継続申請手続きをしてください。 

提出された「中間報告書兼継続申請書」等に基づいて、進捗状況などを

審査のうえ、継続助成申請の採否、助成金を決定します。 

６．助成金の使途 

(1) 助成金の使途には、研究に必要な設備備品費、消耗品費、研究者の旅費、

研究補助者等の報酬、謝金、印刷製本費、運搬費、会議費、研究管理費

（助成金額の 5％以内）、研究成果の出版・セミナー等の開催費用等を

含めることができます。ただし、申請代表者及び共同研究者の人件費は

除きます。 

(2) 新規助成申請（1年目）、継続助成申請（2年目）が採択された研究代表

者は、当該年度申請時の「助成申請額使途内訳」を採択金額に応じて修

正の上、「助成額使途内訳」を作成し、当該年度の 5 月末までに WEB 申

請システムより提出してください。 

(3) 助成決定後、助成金の使途（年度助成金額の 30％を超える変更など）、

研究計画を大幅に変更する必要が生じた場合は必ず事前に事務局まで

ご連絡ください。研究計画に重要な変更が生じる場合、また、事前の連

絡がなく変更した場合等は、助成の取り消し、あるいは助成金の返還（全

額または一部）を求める場合があります。 

(4) 当財団は、助成金の一部を所属機関への間接経費に充てることについて

は、想定しておりません。 

７．申請手続 

(1) 申請代表者は、当財団ホームページ上に設定された WEB申請システムに

従って、所属機関の長（学長、研究科長、学部長等）の推薦を受けた上

で申請書を作成後、提出（アップロード）してください。 

※言語の指定がない箇所は全て日本語で記入してください。 

(2) 申請代表者は、当助成が決定した際は共同研究を実施する旨の同意を共

同研究者から得ておいてください。選考審査中に確認させていただくこ

とがあります。 

(3) 募集要項、申請用紙等は当財団ホームページよりダウンロードできます。 

当財団ホームページアドレス https://www.kajima-f.or.jp/ 

https://www.kajima-f.or.jp/
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＜申請手順＞ 

① マイページの取得（ＩＤとパスワード等を設定） 

②「申請基本情報」を申請システムから登録 

③「申請書類一式」をダウンロード、作成後アップロード 

④ 申請電子データ受付をメール受信にて確認 

８．選考方法 

選考は選考委員会において行い、理事会で決定します。 

なお、選考の過程で面接による審査を行うことがあります。 

９．選考結果の通知等 

(1) 採択予定者には、2027年 2月末までに内定を電子メールで通知します。

採否の結果は、2027 年 3 月上旬に Web 申請システムのマイページでご

確認いただくものとし、掲載後、申請者全員に電子メールでご案内し

ます。 

(2) 新規採択者を対象とする助成金贈呈式を 2027年 3月中旬に開催の予定

です。 

(3) 採否の理由についてのご照会には一切応じかねますのでご了承くださ

い。 なお、採択者の助成決定金額は申請額を下回る場合があります。 

10．成果報告等の提出 

(1) 採択された研究代表者は、研究の成果・結果については 2年間の助成期

間終了後に、会計については各年度終了後に当財団へＷＥＢ申請システ

ムより報告していただきます。 

(2) 財団所定の実施報告とは別に、2年間の助成期間終了後１年以内に共著

論文、出版、シンポジウム等、研究成果にふさわしい方法により、成果

報告の発表をお願いいたします。 

(3) 本研究助成による研究成果の発表は自由です。ただし、論文等には当財

団からの助成であることを記述してください。また、成果報告は当財団

年報に掲載させていただくと共に、当財団の研究発表会等での発表をお

願いすることがあります。（成果報告の当財団ホームページへの掲載に

ついては検討中） 

11．その他 

(1) 過去に当財団の助成援助を受給し終了した方も申請いただけます。 

ただし、当財団の国際共同研究助成、研究者交流援助・派遣の申請代表

者は、それらの申請と重複して、申請代表者として本研究助成の申請

を行うことはできません。 

また、当財団の一般研究助成の申請代表者は、その一般研究助成の申
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請内容が本研究助成の申請内容と同一または類似の申請内容であると

きは、その申請と重複して、申請代表者として本研究助成の申請を行

うことはできません。 

(2) 採択された特定テーマ、研究代表者名等については当財団の年報及びホ

ームページ等に、申請内容（研究計画等）については年報に掲載いたし

ます。 

なお、申請者のその他の個人情報は、ご本人への必要な連絡、選考手続

等の目的以外には使用しません。 

(3) 採択後、助成条件に違反する事項が明らかになった場合は、遡って採択

の取り消し、助成金の返還（全額または一部）を求めることがあります。 

 

以 上 


